受付No　　　
2025年　　月　　日
公益財団法人　三島海雲記念財団　御中
第15回（2026年度）三島海雲学術賞　申請書　【自然科学部門】
１．申請者
	(ふ　り　が　な）
氏　　　　　名
	

	国籍
	(日本国籍以外の場合)

	生年月日
	西暦　　　　年　　月　　日　　　　（　　　歳）
	性別
	1.男性　2.女性

	所 属 機 関
（研究室名まで）
	

	職名
学位

	所属機関住所
	〒　　　　　　　　　　　　　     

TEL：              　　　　　E-mail：

	連 絡 先
(所属機関と異なる場合のみ記載)
	〒　　　　　　　　　　　　　    

TEL：             　　　　　 E-mail：



２．研究テーマ（和文・英訳）
	（和文）


	（英訳）


	キーワード
	（３ワード以内）

	食の科学との関連
(該当する1つに○印)
	1.食品素材  2.製造･加工･調理　3.発酵･微生物利用　4.栄養･嗜好･生理機能
5.食の安全　6.疾病予防  7.その他（　　　　　　　　　　　          ）



３．略　　歴
	1．　　　　年　　月　　　　　　　　大学　　　　　　　学部卒
2．　　　　年　　月　　　　　　　　大学大学院　　　　　　　　　研究科修士課程修了
3．　　　　年　　月　　　　　　　　大学大学院　　　　　　　　　研究科博士課程修了
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（又は博士課程単位修得退学）　
4．　　　　年　　月　　　　　　博士（　　　　　）の学位取得（　　　　　　　　　　　大学）
5．　　　　年　　月　　　　　　　　　　　　　　　　　






４．過去の受賞歴
	1．　　　　年　　月　
2．　　　　年　　月　
3．　　　　年　　月　




５．研究の概要
(1)研究業績の要約、(2)研究の背景と目的、(3) 「食の科学」との関連性、(4) 研究の方法と主な成果、
(5)当該分野における研究業績の独創性とインパクト、(6)将来への展望、の各項目について記載してください。








６．研究業績（主な論文又は著書等一覧）
この研究テーマに関係のあるもので、現在から発表年次をさかのぼり、通し番号を付してください。
なお、特に重要な論文又は著書については該当する番号に○印（５件以内）を付けてください。
○印を付けた論文については「別刷（コピー）」又は著書については、各１部（冊）を送付してください。
論文：全著者名（候補者名に下線），論文題目，掲載誌名，Vol. ，pp． -  ，年
著書：全著者名（候補者名に下線），書名，出版社名，全頁数（分担の場合は担当頁数），発行年．
	番号
	主な論文又は著書等の題名等

	

































※　研究業績数が多い場合には、頁を追加することができます。
＜この要領は申請時には不要ですので、削除して下さい＞

「申請書」申請手順等

１．様式は指定の申請書を使用し、Word形式で日本語で記入してください。
２．１頁目の枠は、加工しないでください。２頁以降は、必要がある場合は、項目ごとの頁の追加が可能です。
３．１頁目の「受付No」の記載は不要です。(事務局にて使用)
４．「研究テーマ」
・原則として、推薦者が掲げる研究テーマで申請してください。
５．「略歴」
・必要事項を記入し、不要文字は削除してください。4.の博士（ ）内には、取得した博士の学位に付記された専攻分野名を記入し、末尾に大学名を記入してください。
なお、博士課程の単位修得退学の場合は、その旨記載してください。
・海外での研究経歴（概ね３ヶ月以上）がある場合はその旨記入してください。
６．その他の記入に当たっては申請書記載事項を参照してください。
７．提出依頼書類
１）第15回(2026年度)三島海雲学術賞　申請書　　	　　　　	　　１部
２）主たる業績　　　　　　　　　　　特に重要な論文別刷（コピー可）　　　５件以内
申請書はWordファイルで、論文別刷はPDFファイルまたは「宅配便」（着払い）にて、下記宛先にお送りください。
　８．提出期限　　　　2025年10月31日（金）
＜提出依頼書類宛先＞　公益財団法人　三島海雲記念財団
〒150-0012　東京都渋谷区広尾1-6-10　ジラッファビル
E-mail : mishimak15@mishima-kaiun.or.jp

その他留意事項
１．提出された書類は返却いたしませんので、予めご了承ください。
２．選考方法
選考委員会で審査し、理事会の承認を得て決定します。
選考委員会の判断により、候補者本人のプレゼンテーションを受けることがあります。
３．申請書類に含まれる個人情報については、「独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律」及び本会の「個人情報保護規程」に基づき厳重に管理し、本事業の業務遂行のために利用します。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

以上
4

